様式1-3　敷地測量データの申請書
平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」に係る競争入札に関する「敷地測量データ」の配布について、当該資料を本事業の提案作成に用いる以外、データの流用及び第三者への流出を行わないことを誓約し、当該資料の配付を申請します。
	所在地
商号又は名称
代表者名
担当者名
　　　所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　　　E-mail


※1. 受領時には、身分を証明できるもの持参して下さい。

※2. 代表者印を押印して下さい。
様式1-４　追加資料の申請書
平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」に係る競争入札に関する「追加資料」の配布について、当該資料を本事業の提案作成に用いる以外、資料の流用及び第三者への流出を行わないことを誓約し、当該資料の配付を申請します。
	応募グループ名

登録受付番号

所在地
商号又は名称
代表者名
担当者名
　　　所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　　　E-mail


※1. 受領時には、身分を証明できるもの持参して下さい。

※2. 代表者印を押印して下さい。
※3. 資料の配付は、応募グループ毎に１部とし、代表企業が申請して下さい。
様式2-1　入札参加表明書

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」に係る競争入札に参加することを表明いたします。

なお、以下の各構成員及び協力会社は、他のグループの構成員及び協力会社として「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」の競争入札に参加しないことを誓約します。

〔応募グループの代表企業〕

商号または名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	企業名
	参加
区分
	担　　当
（入札説明書「４．競争参加資格」の資格者）

	
	
	設計業務
	工事監理業務
	建設業務
	解体撤去業務
	維持管理業務
	その他

	
	
	建築
	建築設備
	建築工事
	建築設備工事
	建築工事
	管工事
	電気工事
	工事監理
	解体撤去工事
	改修工事
	建築物点検保守
	設備運転監視
	清掃
	警備・受付
	修繕
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※1. 応募グループの代表企業が必要事項を記載して下さい。

※2. 参加区分には「代表企業」、「構成員」、又は「協力会社」のいずれかを記載して下さい。

※3. 各企業が、本事業においていずれの役割を担当しているかを、表中の該当する欄に○印をつけて下さい。

※4. 「その他」の欄には、構成員又は協力会社が要求水準書に記載の業務以外に、本事業の実施に資すると考える業務を行う場合に記載して下さい。

※5. 記入欄が足りない場合や変更が必要な場合は、適宜追加・変更して下さい。
様式2-2　応募グループの構成表

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

	応募グループの代表企業

	所在地
商号又は名称
代表者名
担当者名
　　　所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　　　E-mail


私は、下記の企業で構成されるグループにて、「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」に係る競争入札に参加します。
	1．応募グループの代表企業

	所在地
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（印不要）
担当者名
　　　所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　　　E-mail

	2．構成員

	所在地
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（印不要）
担当者名
　　　所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　　　E-mail

	3．協力会社

	所在地
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（印不要）
担当者名
　　　所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　　　E-mail


※1. 応募グループの代表企業が押印のうえ提出して下さい。

※2. 構成員及び協力会社の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加して下さい。

様式2-3　委任状

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

	構成員

協力会社
	所在地
商号又は名称
代表者名


私は、下記の企業をグループの代表企業とし、「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」に関する国との契約について、次の権限を委任します。

	受任者

（代表企業）
	所在地
商号又は名称
代表者名

	委任事項
	1.下記事業に関する入札への参加表明について

2.下記事業に関する入札への入札参加資格確認申請について

3.下記事業に関する入札辞退について

4.下記事業に関する見積もり及び入札について

5.下記事業に関するSPC設立以前の契約に関することについて

6.復代理人の選任について

	事業名
	那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業


※1. 応募グループの構成員及び協力会社毎に提出して下さい。

※2. 応募グループの「構成員」、「協力会社」のいずれかに○印をつけて下さい。
様式2-4　入札参加資格確認申請書

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

〔応募グループの代表企業〕

商号または名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」の入札参加資格の確認を下記の書類を添えて申請します。

なお、入札説明書「４．競争参加資格」に掲げられている事項を満たしていること、並びに、この申請及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

【様式2-4に関する留意事項】

様式2-4の提出時には、以下の書類を添付して下さい。

1. 設計業務を担当する者

(1)国土交通省航空局における「測量及び建設コンサルタント等のうち建設コンサルタント」に係る平成17・18年度一般競争参加資格の認定を受けていることを証する書類

(2)建築士法（昭和25年法律第202号）第23条に基づく一級建築士事務所の登録を行っていることを証する書類

  (3)様式2-5-1　設計業務に関する技術者配置確認書

(4)様式2-5-2　設計実績

2. 工事監理業務を担当する者

(1)国土交通省航空局における「測量及び建設コンサルタント等のうち建設コンサルタント」に係る平成17・18年度一般競争参加資格の認定を受けていることを証する書類

(2)建築士法第23条に基づく一級建築士事務所の登録を行っていることを証する書類

(3)様式2-6-1　工事監理業務に関する技術者配置確認書

(4)様式2-6-2　工事監理実績

 3. 建設業務を担当する者

(1)国土交通省航空局における「建築工事業」、「管工事業」、「電気工事業」に係る平成17・18年度一般競争参加資格の認定を受けていることを証する書類

(2)上記認定の際に客観的事項（共通事項）について算定した点数（経営事項評価点数）が次の点以上であることを証する書類

	建築工事業　　1,100点
	管工事業　　　1,100点
	電気工事業　　1,100点


   (3)様式2-7-1　建設業務に関する技術者配置確認書

(4)様式2-7-2　建設実績（建築工事業）

(5)様式2-7-3　建設実績（管工事業）

(6)様式2-7-4　建設実績（電気工事業）

4. 解体撤去業務を担当する者

(1)国土交通省航空局における「建築工事業」に係る平成17・18年度一般競争参加資格の認定を受けていることを証する書類

※　担当する者が3.の「建築工事業」を担当する者と同一の場合は省略可。

5. 維持管理業務を担当する者

(1)平成16・17・18年度一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）審査において、資格の種類が「役務の提供等（建物管理等各種保守管理）」、競争参加地域が「九州沖縄」、等級が「A」、「B」又は「C」に格付けされていることを証する書類
(2)建築物点検保守業務及び設備運転監視業務における電気設備を担当する者は「電気工事業」、機械設備を担当する者は「管工事業」として、航空局の平成17・18年度一般競争参加資格審査に登録され、各々の等級が「A」又は「B」等級に格付けされていること証する書類
(3)維持管理業務を実施するにあたって、必要な資格（許可・登録・認定など）を有することを証する書類
(4)様式2-8　維持管理業務に関する資格等確認書
(5)様式2-9　維持管理業務実績
 6. 様式2-10　添付資料提出確認書 及び 必要とされる添付資料
様式2-5-1　設計業務に関する技術者配置確認書

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」における設計業務について、要件を満たす技術者を配置することを誓約します。

［応募グループの代表企業］

商号又は名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式2-5-2　設計実績

平成8年度以降に設計者が有する、次のいずれかに該当する建築物の設計実績を記入すること。

実績要件：

(1) 「官庁施設の総合耐震計画基準」（平成８年10月24日）に示される耐震安全性の分類が構造体Ⅱ類以上かつ延べ床面積5,000㎡以上の庁舎

(2) 前項と同等以上と国が認める建築物

設計者名　　　　　　　　　　

	No
	施設名
	発注者名
	所在地

（市町村名まで）
	施設概要
	設計完了

年月日

	
	
	
	
	種類
	

	
	
	
	
	構造
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　　㎡
	

	
	
	
	
	種類
	

	
	
	
	
	構造
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　　㎡
	

	
	
	
	
	種類
	

	
	
	
	
	構造
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　　㎡
	

	
	
	
	
	種類
	

	
	
	
	
	構造
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　　㎡
	

	
	
	
	
	種類
	

	
	
	
	
	構造
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　　㎡
	


【留意事項】

1. 実績を証明できる資料（契約書の写し等）を各実績のNoを右隅に記載し、（様式2-10）添付資料提出確認書に添付して下さい。

2. 設計を担当する企業が複数の場合は、各社ごとに本様式を作成、提出して下さい。

3. 実績の記入は、１社あたり5件までとして下さい。
様式2-6-1　工事監理業務に関する技術者配置確認書

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」における工事監理業務について、要件を満たす技術者を配置することを誓約します。

［応募グループの代表企業］

商号又は名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式2-6-2　工事監理実績

平成8年度以降に工事監理者が有する、次のいずれかに該当する建築物の工事監理実績を記入すること。

実績要件：
(1) 「官庁施設の総合耐震計画基準」（平成８年10月24日）に示される耐震安全性の分類が構造体Ⅱ類以上かつ延べ床面積5,000㎡以上の庁舎

(2) 前項と同等以上と国が認める建築物

工事監理者名　　　　　　　　　　

	No
	施設名
	発注者名
	所在地

（市町村名まで）
	規模等
	完了

年月日

	
	
	
	
	種類
	

	
	
	
	
	構造
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　　㎡
	

	
	
	
	
	種類
	

	
	
	
	
	構造
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　　㎡
	

	
	
	
	
	種類
	

	
	
	
	
	構造
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　　㎡
	

	
	
	
	
	種類
	

	
	
	
	
	構造
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　　㎡
	

	
	
	
	
	種類
	

	
	
	
	
	構造
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　　㎡
	


【留意事項】

1. 実績を証明できる資料（契約書の写し等）を各実績のNoを右隅に記載し、（様式2-10）添付資料提出確認書に添付して下さい。

2. 工事監理を担当する企業が複数の場合は、各社ごとに本様式を作成、提出して下さい。
3. 実績の記入は、１社あたり5件までとして下さい。

様式2-7-1　建設業務に関する技術者配置確認書

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」における建設業務について、要件を満たす技術者を配置することを誓約します。

［応募グループの代表企業］

商号又は名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

様式2-7-2　建設実績（建築工事業）

平成8年度以降に、担当する建築工事について、建設者が有する、次のいずれかに該当する建築工事の元請けとしての実績を記入すること。（共同企業体構成員としての実績は、出資比率20％以上の場合に限る。）
実績要件：

(1) 延べ床面積5,000㎡以上の庁舎

(2) 前項と同等以上と国が認める建築物

建設者名　　　　　　　　　　

	No
	施設名
	発注者名
	所在地

(市町村名まで)
	規模
	引渡し年月
	受注

形態

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	


【留意事項】

1. 実績を証明できる資料（契約書の写し等）を各実績のNoを右隅に記載し、（様式2-10）添付資料提出確認書に添付して下さい。

2. 共同企業体で施工したものを実績として記入する場合は、共同企業体の協定書の写しも添付して下さい。

3. 建設を担当する企業が複数の場合は、各社ごとに本様式を作成、提出して下さい。

4. 実績の記入は、１社あたり5件までとして下さい。

様式2-7-3　建設実績（管工事業）

平成8年度以降に、担当する管工事業について、建設者が有する、次の全ての要件を満たす空気調和設備工事の元請けとしての実績（更新工事を含む）を記入すること。（共同企業体構成員としての実績は、出資比率20％以上の場合に限る。）

実績要件：

(1) 熱源設備：
複数台システムによる中央熱源方式で高圧ガス保安法に規定する冷凍能力１００トン以上の冷凍機の設置
(2) 空調設備：
下吹出し方式による空調機の設置
(3) 自動制御設備：
中央監視制御方式による自動制御設備の設置
※ただし、上記(ｱ)から(ｳ)は同一工事であること。
建設者名　　　　　　　　　　

	No
	施設名
	発注者名
	所在地

(市町村名まで)
	規模
	引渡し年月
	受注

形態

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
冷凍能力　　　　トン
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
冷凍能力　　　　トン
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
冷凍能力　　　　トン
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
冷凍能力　　　　トン
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
冷凍能力　　　　トン
	
	


【留意事項】

1. 実績を証明できる資料（契約書の写し等）を各実績のNoを右隅に記載し、（様式2-10）添付資料提出確認書に添付して下さい。

2. 共同企業体で施工したものを実績として記入する場合は、共同企業体の協定書の写しも添付して下さい。

3. 建設を担当する企業が複数の場合は、各社ごとに本様式を作成、提出して下さい。

4. 実績の記入は、１社あたり5件までとして下さい。

様式2-7-4　建設実績（電気工事業）

平成8年度以降に、担当する電気工事業について、建設者が有する、次のいずれかに該当する電気設備工事の元請けとしての実績を記入すること。（共同企業体構成員としての実績は、出資比率20％以上の場合に限る。）

実績要件：

(3) 延べ床面積5,000㎡以上の庁舎

(4) 前項と同等以上と国が認める建築物

建設者名　　　　　　　　　　

	No
	施設名
	発注者名
	所在地

(市町村名まで)
	規模
	引渡し年月
	受注

形態

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	

	
	
	
	
	種類
	
	単体

・

共同企業体

（　　％）

	
	
	
	
	構造
	
	

	
	
	
	
	地上　　階・地下　　階
	
	

	
	
	
	
	施設全体　　　　　㎡
	
	


【留意事項】

1. 実績を証明できる資料（契約書の写し等）を各実績のNoを右隅に記載し、（様式2-10）添付資料提出確認書に添付して下さい。

2. 共同企業体で施工したものを実績として記入する場合は、共同企業体の協定書の写しも添付して下さい。

3. 建設を担当する企業が複数の場合は、各社ごとに本様式を作成、提出して下さい。

4. 実績の記入は、１社あたり5件までとして下さい。

式2-8　維持管理業務に関する資格等確認書

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」における維持管理業務について、必要な資格（許可・登録・認定など）をもってこれを実施することを誓約します。

［応募グループの代表企業］

商号又は名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

様式2-9　維持管理業務実績

平成８年度以降に、維持管理業務の維持管理者が、担当しようとする維持管理業務について、次のいずれかに該当する実績を記入すること。

実績要件：

(1) 清掃業務、警備・受付業務を担当する者は、清掃、警備について各々の業務実績を有すること。
(2) 建築物点検保守業務及び設備運転監視業務における電気設備、機械設備を担当する者は、各々の機器保守の実績を有すること。
	No
	担当業務
	維持管

理者名
	業務名称
	発注者名
	所在地

(市町村名まで)
	業務概要

	
	清掃業務
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	警備・受付業務
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	電気設備
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	機械設備
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


【留意事項】

1. 実績を証明できる資料（契約書の写し等）を各実績のNoを右隅に記載し、（様式2-10）添付資料提出確認書に添付して下さい。

2. 特定の維持管理業務を担当するものが複数の場合は、記入欄を適宜追加し、実績を記入ください。

3. 実績の記入は、１社あたり3件までとして下さい。

様式2-10　添付資料提出確認書

平成　　年　　月　　日

	企業名
	

	添付書類
	入札参加者

確認
	国確認

	①
	会社概要
	
	

	②
	企業単体の貸借対照表、損益計算書､及び利益処分案（直近3期分）
	
	

	③
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）
	
	

	④
	会社定款（直近のものに原本証明を添付すること）
	
	

	⑤
	印鑑証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	
	

	⑥
	法人税納税証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	
	

	⑦
	消費税納税証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	
	

	⑧
	商業登記簿謄本（入札公告日以降に交付されたこと）
	
	

	⑨
	競争参加資格審査の等級等を証する書類の写し
	
	

	⑩
	業務実績を証明できる資料（契約書の写し等）
	
	


【留意事項】

1. 構成員及び協力会社毎に本様式を使用し、提出して下さい。

2. 必要書類が揃っていることを確認した上で、「入札参加者確認」欄に「○」をつけて下さい。

様式3-1

平成　年　月　日
応募グループ構成員等変更届

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

〔応募グループの代表企業〕

商号または名称

所在地

表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」に関する入札参加資格確認申請書を提出しましたが、下記の理由により応募グループ構成員等を変更させて頂きたく、変更企業の競争参加資格確認申請書及び関係書類を添えて提出します。

なお、入札説明書に定められた競争参加資格要件を満たしていること、並びに、この変更届及び添付書類の記載内容については事実と相違ないことを誓約します。
	構成員・協力会社
（変更前）
	商号又は名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	構成員・協力会社
（変更後）
	商号又は名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	変更理由
	


【留意事項】

1. 「構成員」、「協力会社」のいずれかに○印をつけて下さい。
2. 新・旧の構成員等の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加して下さい。

3. 本様式と同時に、様式2-1～2-10のうち、この変更届に従って変更・追加が必要となるもの（添付すべき資料等を含む）も提出して下さい。

様式3-2

平成　　年　　月　　日

入札辞退届

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

〔応募グループの代表企業〕

商号または名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」に関する入札参加資格確認申請書を提出しましたが、都合により入札を辞退します。
様式4-1

平成　　年　　月　　日

入札提出書類の提出届

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

〔応募グループの代表企業〕

商号または名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」の競争入札に対する入札提出書類を提出します。

事務担当者

	所属
	

	氏名
	

	住所
	

	電話
	

	FAX
	

	電子メール
	


様式4-2-1　委任状（代理人）

委任状


私は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め下記の権限を委任します。

記

事業名：那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業 

1. 入札に関する一切の件

2. 復代理人選任に関する一切の件

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

委任者〔応募グループの代表企業〕

商号または名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

様式4-2-2　委任状（復代理人）

委任状


私は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を〔応募グループの代表企業〕
の復代理人と定め下記の権限を委任します。

記

事業名：那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業
入札に関する一切の件

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

委任者

商号または名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

様式4-3

入札書

事業名：那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業
入札金額　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　円也　（消費税込み）
入札説明書等を承諾のうえ、上記の金額によって入札します。

平成　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

〔応募グループの代表企業〕

商号または名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

【留意事項】

1. 金額、月日等の数字は算用数字で明確に記載して下さい。

2. 代理人（復代理人）が入札する場合には、応募グループの代表企業の商号または名称・所在地・代表者名、並びに代理人（復代理人）であることの表示及び当該代理人（復代理人）の氏名を記載し、かつ押印して下さい。
様式4-4

平成　　年　　月　　日

業務要求水準に関する確認書

支出負担行為担当官

航空局長　鈴木　久泰　殿

平成18年８月９日に公告された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」の競争入札に対する本入札提出書類の一式は、入札説明書に添付された「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業　要求水準書」に規定された業務要求水準と同等またはそれ以上の水準であることを誓約します。

〔応募グループの代表企業〕

商号または名称

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

様式5-1

入　札　提　案　書

〔応募グループの代表企業〕

商号または名称　　　　　　　　　　　　　

· 代表企業の名称は、１／３０の正本のみとし、副本には記載しないこと。

様式●-●
	※提出書類名を適宜記入下さい。

	· 本様式は、共通様式です。

· 様式６～８の提出書類において、「１．（５）入札提案書」の様式欄に「共通」とあるものは、本様式の様式番号及び提出書類名を適宜記入の上、提出書類を作成下さい。




様式6-1

事業計画に係る提案
様式6-9
事業費の妥当性（２／４）

２．割賦金利についての提案

「那覇航空交通管制部管理棟建替整備等事業」の入札における「施設整備費相当分」及び「解体撤去費相当分」の提案割賦金利及びその根拠（考え方）は、以下の通りです。

（１）施設整備費相当分

	基準金利（ａ）
	　　％

	スプレッド（ｂ）
	　　％

	割賦金利（ａ＋ｂ）
	　　％

	スプレッドの設定根拠（考え方）




（２）解体撤去費相当分

	基準金利（ａ）
	　　％

	スプレッド（ｂ）
	　　％

	割賦金利（ａ＋ｂ）
	　　％

	スプレッドの設定根拠（考え方）




【様式6-9に係る留意事項】

1. 提案作成時に用いる基準金利のレートについては、資料－４「PFI事業費の算定及び支払方法」の4.を参照下さい。
2. 金利及びスプレッドは、小数点以下第三位までとします。

3. 様式6-11及び様式6-15の計算を行う際にもここに示した数値（小数点以下第三位までの数値）を用いて下さい。

4. スプレッドの設定根拠（考え方）については、金融機関からの借入金利等を適宜参照しながら、なぜそのレートを設定したのかを可能な範囲で分かりやすく説明して下さい。

様式6-10
事業費の妥当性（３／４）

３．事業費の妥当性の説明

	【留意事項】

1. 様式6-8（入札価格内訳書）及び様式6-11に提示した費用（施設整備費、解体撤去費、維持管理費、その他の費用）について、費用の算出根拠及びその妥当性について文章中心で説明してください。

2. A4版2枚以内で作成してください。




様式6-11
事業費の妥当性（４／４）

４．費目別内訳書

【留意事項】

1. 「①施設費」「②解体・改修費」「③維持管理業務費（総額）」「④維持管理業務費（年次計画）」及び「⑤その他の経費」の各費目の内訳細目を別添の様式（Microsoft Excelで作成した様式）を用いて作成してください。
2. 維持管理業務費相当分の国の支払額は平成21年度の支払いを除き全回同一金額となりますが、事業者の支出において経年変化を見込んでいる場合は「④維持管理業務費（年次計画）」に年度ごとの具体的な数値を記載し、「③維持管理業務費（総額）」にその考え方を示してください。（修繕費は、様式7-19及び様式7-20に説明・根拠等が記載されていれば、二重に記載する必要はありませんが、参照箇所を明示下さい。）
3. 総額及び内訳は、入札価格内訳書（様式6-8）に示した数値と整合させて下さい。

4. 各項目の単位は、「円」として下さい。

5. 消費税及び物価変動を考慮しない金額を記入して下さい。

6. 数値については、可能な範囲でその算出根拠を示して下さい。

7. 様式番号、様式タイトル、通し番号、登録受付番号を明記して下さい。なお、様式番号には適宜枝番を振って下さい。


様式6-13-1
資金計画（１／２）
１．資金調達方法と金額

（１）調達資金

	総調達金額

　　　　　　　　　　　　円
	うち自己資本による調達
	　　　　　　　　　円（＿％）

	
	うち負債による調達
	　　　　　　　　　円（＿％）


（２）資金調達先と金額

１）自己資本

	出資者（構成員/非構成員）
	出資金額（千円）
	全出資額に対する個々の出資者の出資割合
	備考

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	合計
	
	
	


２）負債（借入）

	金融機関等
	金額（千円）
	全負債額に対する個々の融資者の融資割合
	備考

	
	
	％
	

	
	
	％
	

	
	
	％
	

	合計
	
	
	


（３）その他（自由記入）

	


【様式6-13-1に関する留意事項】

●全体

1. 様式の記入欄で表現できない場合は適宜修正して使用して下さい。

2. 記入欄の過不足に応じて適宜改定して使用して下さい。

3. 枚数規定はA4版１枚を目安としますが、足りない場合は複数枚に渡っても構いません。その場合は、適宜枝番を振って下さい。

●「（１）調達資金」について

1. 金額欄の下線部の単位は円として下さい。

2. 「％」は、総調達金額に対する自己資本による調達と負債による調達の割合をそれぞれ記入して下さい。（小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位までの数値を示して下さい。）

3. 出資者名及び金融機関名については具体名を記入して下さい。現段階で具体名を記入することが困難な場合でも、想定される金融機関名や業種等についてできる限り具体的に記入して下さい。

4. 劣後ローン分は「負債による調達」に含んで下さい。

●「（２）資金調達先と金額　１）自己資本」について

1. 金額単位は、「千円」とし、千円未満四捨五入して下さい。

2. 各出資者が本入札において「応募グループの代表企業」、「応募グループの構成員」又は「非構成員」のいずれであるかを示して下さい。

3. 「％」は、総出資額に対する各出資者の出資割合をそれぞれ記入して下さい。（小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第２位までの数値を示して下さい。）

4. 優先配当株等、特に記述すべきことがあれば備考欄に記述して下さい。

5. 劣後ローン分は「２）負債（借入）」に含んで下さい。

●「（２）資金調達先と金額　２）負債（借入）」について

1. 金額単位は、「千円」とし、千円未満四捨五入して下さい。

2. 「％」は、借入総額に対する各融資者の貸出額の割合をそれぞれ記入して下さい。（小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第２位までの数値を示して下さい。）

3. 借入金の返済に優先劣後関係がある場合は、備考欄にその旨を明記して下さい。

4. 借入れについて、その他特に記述すべきことがあれば備考欄に記述して下さい。

●「（３）その他」について

1. その他、調達金額、調達先について、特に記述すべきことがあれば記入して下さい。

2. 出資・借入について施設整備の進捗段階に応じて順次、出資・貸出を受ける場合、必要とする出資金・借入金を全て調達した段階の数字を記入して下さい。なお、段階的出資・貸出は、様式6-15に適切に反映するようにして下さい。

様式6-13-2
資金計画（２／２）

３．資金調達条件

（１）金融機関名：　　　　　　
	項　　目
	条　　件

	融資手法（プロジェクトファイナンス・コーポレートファイナンス等）
	

	金　利（利率）
	基準金利+スプレッド（　　　％）

	金　利（固定or変動）
	固定　　・　　変動　（該当する方に○印）

	返済方法（元利均等・元金均等 等）
	

	融資実行予定時期
	

	返済期限・返済回数
	

	融資確約書、関心表明書等の取得の有無
	

	その他条件・特記事項
	


（２）金融機関名：　　　　　　
	項　　目
	条　　件

	融資手法（プロジェクトファイナンス・コーポレートファイナンス等）
	

	金　利（利率）
	基準金利+スプレッド（　　　％）

	金　利（固定or変動）
	固定　　・　　変動　（該当する方に○印）

	返済方法（元利均等・元金均等 等）
	

	融資実行予定時期
	

	返済期限・返済回数
	

	融資確約書、関心表明書等の取得の有無
	

	その他条件・特記事項
	


（３）金融機関名：　　　　　　

	項　　目
	条　　件

	融資手法（プロジェクトファイナンス・コーポレートファイナンス等）
	

	金　利（利率）
	基準金利+スプレッド（　　　％）

	金　利（固定or変動）
	固定　　・　　変動　（該当する方に○印）

	返済方法（元利均等・元金均等 等）
	

	融資実行予定時期
	

	返済期限・返済回数
	

	融資確約書、関心表明書等の取得の有無
	

	その他条件・特記事項
	


【留意事項】

1. 原則A4版１枚に記入して下さい。ただし、ページ数が足りない場合は複数枚に渡っても構いません。なお、その場合は様式番号に適宜枝番を振って下さい。

2. 金利及びスプレッドは、小数点以下第三位までとします。なお、様式6-15の計算を行う際にもここに示した数値（小数点以下第三位までの数値）を用いて下さい。

3. 金融機関より融資確約書や関心表明書を取得している場合は、その写しを付属資料に添付して下さい。

様式7-1
施設整備計画に係る提案

様式8-1
維持管理計画に係る提案

様式9-1

入　札　提　案　書

＜図面集＞
〔応募グループの代表企業〕

商号または名称　　　　　　　　　
· 代表企業の名称は、１／３０の正本のみとし、副本には記載しないこと。

様式９－○　【書類名を記入下さい。】
	· 本様式は、共通様式です。

· 様式９の提出書類において、「１．（６）入札提案書図面集」の様式欄に「共通」とあるものは、本様式の様式番号及び提出書類名を適宜記入の上、提出書類を作成下さい。
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